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第１ 本意見書の目的 

 本意見書は、平成２９年３月３０日に広島地方裁判所が下した伊方原発３号機の

運転差止仮処分却下決定1（以下「広島地裁決定」という）に関し、民事訴訟法、こ

とに民事保全法を一つの中心的テーマとして研究してきた研究者としての、また、

長年民事保全実務を含む民事訴訟実務に携わってきた元裁判官としての視点から、

つまり、民事訴訟法研究者・元裁判官の視点から、その司法審査の在り方や説示の

内容が、法律論として不合理であり、論理的にも破綻をきたしている部分が多々存

在するなど大変問題の大きな決定であり、覆されるべきでものであるとの意見を述

べるものである。 

 

第２ 意見の要旨 

１ 本件のような人格権侵害に基づく原発運転差止仮処分（民事訴訟としての仮

処分）にあっては、その原則に従い、差止めを求める住民側において、人格権

                                            
1 平成 29 年 3 月 30 日決定。平成 28 年(ﾖ)第 38 号及び第 109 号伊方原発 3 号機運転差止仮処

分命令申立事件。 
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侵害の具体的危険が存在することの主張、疎明を尽くしたか否かが審理、判断

されるべきである。 

  そして、ここでいう疎明の程度については、生命や身体への大きな侵害の危

険性が存在する本件のような事案においては、通常の疎明よりも軽いもので足

り、債権者住民側は、人格権侵害の具体的危険性が一応存在することの疎明に

成功しさえすれば、疎明を尽くしたものと評価すべきである。 

  これは、私の個人的見解ではなく、民事保全法を主要な研究テーマの一つと

している民事訴訟法研究者の共通意見、少なくとも多数意見であると考える。 

２ こうした観点からみるとき、広島地裁決定は、数多くの看過しがたい問題を

含んでいる。 

  まず、同決定は、「司法審査の在り方が裁判所や事件ごとに区々になることは

望ましくない」との理由から、その判断枠組みについて福岡高裁宮崎支部決定

2（以下「宮崎支部決定」という）に従うべきだとしているが、英米法にいうよ

うな先例（判例）拘束性の認められない日本の法体系の下でこのような考え方

を採ることには、何の根拠もない。このような説示はきわめて珍しいものとい

わなければならない。最高裁判例であれば、それが合理的であると認められる

場合には事実上これに従うということはありうるかもしれないが、いうまでも

なく宮崎支部決定は最高裁判例ではない上、原発訴訟に関しては、最高裁判例

こそが多々問題を含んでいるのである。 

  また、実質的にみても、広島地裁決定は、事実上の主張、疎明責任を債務者

に転換するかのような説示を行いながら、具体的な判断過程においては、あろ

うことか債務者側の疎明責任を軽減し、一方、債権者に対しては、行政訴訟で

ある伊方最高裁判決3に引きずられて、また、過去の多数の棄却、却下の判決や

                                            
2 平成 28 年 4 月 6 日決定。平成 27 年(ﾗ)第 33 号川内原発稼働等差止仮処分申立却下決定に対

する即時抗告事件（判時 2290 号 90 頁）。 
3 平成 4 年 10 月 29 日判決。昭和 60 年(行ﾂ)第 133 号伊方発電所原子炉設置許可処分取消事件

（民集 46 巻 7 号 1174 頁）。 
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決定に引きずられて、ほとんど証明のレヴェルないし限りなくそれに近いレヴ

ェルの疎明を要求し、さらに、場合によっては、事実上その疎明が不可能な事

柄についてまでこれを強いるような判断を行っているが、これは、民事訴訟と

行政訴訟を混同するものであり、たとえ、民事訴訟においてもある程度は行政

訴訟の枠組みをも参酌するとの考え方を採ったとしても（その場合には、もち

ろん、なぜそうしなければならないかの論理的な説明が必要であるが、広島地

裁決定はこれを行っていない）やはり不合理といわざるをえないものである。 

  以上のような判断の枠組みを採る限り、実際上、原発運転差止仮処分につい

ては、最初から却下の方向が定められているに等しい。秤の針が最初から債務

者側に傾いた、公平、公正を欠く判断手法というほかない。 

  そして、全体をみると、まことに残念かつきわめて遺憾ではあるが、広島地

裁決定は、福島第一原発事故後に司法研修所で原発訴訟（等）について行われ

た２回目の研究会（平成２５年２月）で多数派の講師たち4から述べられていた

見解を鵜呑みにしたものではないかとの疑いも、払拭できないところである。 

３ さらに、広島地裁決定は、基準地震動策定の合理性（争点３）に関する部分

の随所において、本件基準地震動策定に係る債務者の判断が不合理であるとの

確信・心証を得るためには証人尋問が必要であるところ、証人尋問は仮処分（保

全）命令手続になじまないとして、結局、債務者の判断が不合理ではないと結

論付けているが、これは、民事保全法の一般的な解釈と異なる、明らかに誤っ

た考え方である。 

  民事保全命令手続においても、疎明の即時性に反しない限度で、たとえば同

行証人・参考人の尋問を行うことができることは通説であるし、本件のように

                                            
4 司法研修所は、講師たちの氏名と肩書きくらいは公開すべきである。名前が外に出ないこと

を条件に最高裁寄りの意見を延々と述べた研究者たちは、もしもその名前が外に出たならば、

学界においても厳しく批判されることを知っているのであろう。そもそも、研究者が、実際上

は最高裁の肝いりの研究会で、記録開示の際には氏名が伏せられることを前提として先のよう

な意見を述べるなど、問題外であり、研究者たる資格と公正さが問われよう。 
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債権者の生命や身体への危険が問題となっている事案においては、口頭鑑定の

活用もありえてよい（双方当事者が、裁判所を交えて話し合った上で、適切な

鑑定人を事実上同行することになる。ただ、この点についての争いが大きいの

であれば、本来なら鑑定人としてふさわしい人物を双方が同行した上で証人尋

問の形式で実施することが許されよう）。 

  以上については、拙著『民事保全法〔新訂版〕』２３３頁―２３４頁、２４４

―２４５頁、また、それらが引用している頁をよく御覧いただきたい。なお、

こうした生命や身体の危険性に関わる事件については、国民・市民保護の見地

から手続は柔軟に考えるべきであるという学説は、日本のみならず、ドイツや

アメリカにおいても、ごく一般的なものである。 

  広島地裁決定のような考え方は、きわめて理解しにくいものであるが、これ

をリアリズム法学的に敷衍するならば、「判断の難しい事項については、よくわ

からないから（よくわからないにもかかわらず）、通常許される疎明も認めない。

また、債務者側で疎明責任の負担の軽減された一応の安全性の疎明を行った場

合、債権者側で、具体的な危険性について完全な証明レヴェルの立証をしなけ

ればならない。そうでない限り、仮処分については消極」といっているに等し

く（あるいは、少なくとも、その疑いが濃厚であり）、生命や身体への危険が問

題となっている本件のような事案の審理のあり方として、きわめて問題が大き

い。大変正直に私見を述べれば、厳正かつ客観的に評価しても、到底、先進国

の裁判所の判断とは思えないような、国民・市民の権利を軽視し、司法アクセ

スの重要性に対する配慮を欠いた内容であると考える。 

  貴裁判所におかれては、このように問題の大きい広島地裁決定を追認あるい

は追随することなく、民事差止仮処分の本旨に従い、事案の性質をも見据えた、

適切な審理・判断を、ぜひとも行っていただきたいものと、強く期待している。 

４ 加えて、広島地裁決定は、火山事象の影響による危険性（争点９）に関して、

立地評価に関する原子力発電所の火山影響評価ガイド（以下「火山ガイド」と
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いう）の定めにつき、「検討対象火山の噴火の時期及び規模を相当前の時点で的

確に予測できることを前提としている点で不合理である」と明白にその問題点

を指摘しながら、一方では、みずから不可能であると断じたはずの破局的噴火

発生の可能性を立証することを債権者側に強いており、これは明らかに不合理

である（先に、「場合によっては、事実上その疎明が不可能な事柄についてこれ

を強いるような判断を行っている」との記述を行ったが、これは、その典型的

な例である）。 

 

第３ 意見の理由（「第２」に要約した事柄についての詳論） 

 以下「第３」では、「第２」で要約した事柄について、より詳細に敷衍しつつ意見

を述べていく。基本的に「第２」で述べた順序に従いつつ議論を展開するが、最後

に、広島地裁決定の２日前に下された高浜原発３、４号機に関する大阪高裁決定5（以

下「大阪高裁決定」という）に対しても、若干のコメントを行っておく。 

 

１ 司法審査の在り方（争点１）に関する総論的な意見 

⑴ 原発の民事運転差止仮処分事件における司法審査の在り方 

 広島地裁決定の不合理性を論じる前提として、意見の趣旨を明確にするため、原

発の民事運転差止仮処分事件における司法審査の在り方について、私の考え方を先

に示しておく。 

 仮処分における疎明責任は、基本的に、本訴における証明責任の所在と同様と解

されている。これは、少なくとも、双方審尋が予定される本件のような事件におい

ては、異論のないところであろう6。本件は、本訴の請求としては人格権侵害（ない

                                            
5 平成 29 年 3 月 28 日決定。平成 28 年(ﾗ)第 677 号仮処分命令認可決定に対する保全抗告事

件。 
6 保全審理における疎明責任に関する 3 つの立場（一般説、拡張説及び折衷説）のうち、一般

説の立場からは無論のこと、折衷説によっても、双方審尋が予定されている場合には本訴にお

ける証明責任の所在と同様に解される（北村賢哲『民事保全法における疎明‐被保全権利の疎 

明責任論を中心として‐』本郷法政紀要 8 巻（1999）153～185 頁）http://repository.dl.itc.u-
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しその危険）に基づく運転差止めの民事訴訟であるから、原告側において、人格権

侵害の具体的危険が存在することを主張立証すべきこととなる。仮処分では、この

「具体的危険の存在の証明」が「疎明」で足りることになるから、債権者側は、人

格権侵害の具体的危険が一応存在するという程度の立証を行えば、「疎明」としては

足りることになるのである。 

 また、疎明責任の程度についていえば、生命や身体への侵害の危険性が大きい場

合には、被保全権利の疎明は軽くて足りると解される7。 

 この点については、①わずか６年前に、実際に、福島第一原発事故という、日本

では決して起こらないと主張されていた過酷事故が起こってしまい、原発の稼働・

運転により生命や身体の侵害が現に起こりうることが明らかとなったこと、②事故

によって明らかとなった原発のもつ潜在的危険性の大きさと電力会社、行政、研究

者の無策、③ことに日本のような地震、津波等の起こりやすい環境下において居住

地のごく近くに多数の原発が建設されているという世界的にみても稀有な事態の含

む大きな危険性、を考慮すれば、債権者住民側の疎明の程度は、相当に軽くなって

しかるべきである。欧米先進諸国で大都市からさほど遠くないところに原発が建設

され、過酷事故が起こったような場合には、事故原因の究明や事故の事後処理すら

                                            
tokyo.ac.jp/dspace/bitstream/2261/58715/1/HJLP0805.pdf 
7 すでに本文中でも掲げたが、拙著『民事保全法〔新訂版〕』日本評論社（2014）において 

は、大規模な公害等の差止めについて、「疎明の即時性の観点（鑑定や検証は事実上行うこと

が難しいが、こうした疎明方法なしで被保全権利の立証を行うことは困難な場合が多い）や保

全の必要性の観点（たとえば、施設の操業の〔一部〕差止めでも目的を達しうる可能性の高い

場合について施設の建設の全面的差止めを求めるには、建設自体を差し止めるべき、ごく一般

的にいえば、より高度の必要性が要求されるであろう）から、民事保全でこれを行うことには

相当の困難を伴う場合が少なくない。こうした事案については、たとえば、生命身体等に対す

る切迫した危害の立証がある限り、差止めの場合の疎明のレヴェルにつき証明とあまり変わら

ないものを要求している一般の仮の地位を定める仮処分の場合と異なり、被保全権利の疎明は

疎明の本旨に従った一応のレヴェルで足りるとして（被害が重大かつ明確か、被害と因果関係

の立証につき裁判官が比較的容易に心証をとることが可能な事案か、が判断の分かれ目となろ

う）、債務者の不利益については本案訴訟の迅速化によって対応するというのも、ひとつのあ

りうる方向であろう」と記載している（233～234 頁）。これは、教科書としての性格上記述を

やや控えめにしているものであって、こうした事案においては、被保全権利の立証は事実上省

略してもよいといった考え方さえ、学界では主張されている。ドイツの学説にも同様のものが

ある（『民事保全法』155 頁以下））。 
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不十分な時点における原発の早期再稼働など、すさまじい反対と批判が起こって絶

対に不可能であることは、私は、確信をもっていえる。それが世界標準の常識であ

る。 

 

⑵ 外形的事実等から推測される新規制基準の安全性の程度 

 本件のような民事仮処分事件においては、行政事件と異なり、原子力規制委員会

の規制基準が適切なものかどうかが、直接、審理の対象になるわけではない。 

 ただし、本件のように、原子力規制委員会の新規制基準への適合性審査が終了し、

設置変更許可等が行われた事案については、債務者側から、新規制基準に適合した

ことをもって原発に求められる高度の安全性を満たしている、あるいはそのことが

事実上推定されるという反論がされることが通常であるため、このような主張の妥

当性についても述べておく。 

 まず指摘しなければならないことは、新規制基準がどの程度の安全性を担保する

ものかについて、原子力規制委員会の田中俊一委員長自身が、新規制基準に適合し

たからといって、安全性が保証されるものではない旨を明言しているという点であ

る8。この意味について、宮崎支部決定は、「いわゆるゼロリスクを保証するもので

はないことを述べたに過ぎない」と判示しているが、そのようにいえるかは、きわ

めて疑わしい。全体の文脈からみても、新規制基準作成の趣旨、経緯、内容からし

ても、「『ゼロリスクは保証しないというレヴェル』を超えた、より高度な危険性の

可能性を否定しない」という趣旨だと理解するのが自然であろうし、また、客観的

状況をみる限り、そう解さざるをえない。 

 というのも、福島第一原発事故の原因が津波だけだったのかあるいは地震によっ

ても損壊していた部分があるのかについてすら未だ十分に解明が進んでいない状況

                                            
8 原子力規制委員会記者会見録（平成 26 年 7 月 16 日（水）14:30～）4 頁。正確には、「安全

審査ではなくて、基準の適合性を審査したということです。ですから、これも再三お答えして

いますけれども、基準の適合性は見ていますけれども、安全だということは私は申し上げませ

ん」との発言である。http://www.nsr.go.jp/data/000068796.pdf 
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（国会事故調査委員会報告書は地震による損傷の可能性を否定できないとしている

9）や、新規制基準の制定経緯（わずか９か月で膨大な量の基準を策定している10）

などを踏まえれば、従来の「安全神話」の上に成り立っていた規制構造について抜

本的なメスが入れられたとは、到底考えられないからである。せいぜい、「津波、過

酷事故対策等について従来よりは踏み込んだ」というレヴェルの基準であると理解

するのが自然であり、客観的でもあると考える。 

 要するに、新規制基準が、「福島第一原発事故のような過酷事故は、よほどのこと

がない限りは起こらない。そのリスクは事実上ゼロに近い」ということまで保証し

ているものであるとは考えにくい。少なくとも、法改正が行われ、新規制基準が作

られたという外形的な事実のみから、原発について本来求められる高度の安全性11

が保証、確保されているなどということは到底無理である。これが、原発、原発事

故について一定の知識を有する各分野の知識人の一般的な見方であると考える。 

 たとえば、高浜３、４号機大津地裁決定12は、福島第一原発事故を踏まえ原子力

規制行政に大幅な改変が加えられた後の仮処分申請であることを重視すれば、事業

者側が、事故後、原子力規制行政がどのように変化したのか、その結果、当該原発

                                            
9 国会事故調査委員会報告書 Web 版 215 頁以下。なお、国会事故調査委員会報告書は、「当委

員会は、本事故の根源的原因は歴代の規制当局と東電との関係について、『規制する立場とさ

れる立場が『逆転関係』となることによる原子力安全についての監視・監督機能の崩壊』が起

きた点に求められると認識する。何度も事前に対策を立てるチャンスがあったことに鑑みれ

ば、今回の事故は『自然災害』ではなくあきらかに『人災』である」と断言している（Web

版 12 頁）。http://www.mhmjapan.com/content/files/00001736/naiic_honpen2_0.pdf 
10 原子力規制委員会は平成 24 年 9 月 19 日に発足し、翌 25 年 2 月 6 日にはパブリックコメ

ントの募集を開始し、6 月 19 日に制定されている。パブコメの時点では原案はできていたの

であるから、実質的にはわずか 5 か月足らずで起案されたことになる。なお、平成 18 年に策

定された新耐震設計審査指針（いわゆる新指針）1 本ですら、5 年以上の調査・審議を尽くし

たうえで制定されたことと比較すれば、その拙速ぶりは明らかである。 

http://www.sangiin.go.jp/japanese/annai/chousa/rippou_chousa/backnumber/2013pdf/20130

903131.pdf 
11 たとえば、後述するように問題の多い大阪高裁決定ですら、原発に「求められる安全性の

程度は、他の設備、機器等に比べて格段に高度なものでなければならない」としている（同決

定 87 頁）。ただし、同決定は、実質的には高度の安全性を要求しないに等しい当てはめを行っ

ており、規範と当てはめがあっていない。 
12 平成 28 年 3 月 9 日決定。平成 27 年(ﾖ)第 6 号原発再稼働禁止仮処分申立事件（判時 2290

号 75 頁）。 
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の設計や運転のための規制が具体的にどのように強化されたのか、また、事業者が

その要請にどのように応えたのかについて、主張及び疎明を尽くすべきであり、こ

れが尽くされない限り、住民側の人格権が侵害されるおそれがあることについて一

応の疎明がなされたものと考えるべきであるとしている。また、原子力規制委員会

が設置変更許可を与えた事実のみによって事業者に一応の主張及び疎明があったと

することはできないとしている（同決定４２～４３頁）。 

 この決定の枠組み、表現が絶対という趣旨ではないが、私も、新規制基準に適合

していることをもって当該原発の安全性が保証されたかのような事実上の推定を裁

判所が行うことは、明らかに、きわめて、不当であると考える。原発の民事差止裁

判、ことに仮処分について、裁判所が判断すべきことは「当該原発について過酷事

故の可能性は限りなく低い。そのリスクは事実上問題にならない程度である」とい

えるかどうか、ということに尽きるはずである。 

 

⑶ 危険施設に関する差止仮処分の例 

 私見のような考え方は、決して独自のものではなく、危険施設の建設や運転の差

止仮処分においては古くからみられるものである。次の２つの例を挙げておく。 

 

ア 徳島市ごみ焼却場建設差止仮処分判決 

 まず、徳島市ごみ焼却場建設差止仮処分申請事件第一審判決13は、「本件のように、

建設予定の施設による公害の程度を正確に予測し、その立証を尽くすことは、設置
、、

に反対する住民側には極めて困難であり
、、、、、、、、、、、、、、、、、、

、したがって、住民側としては
、、、、、、、

、
、
当該施設
、、、、

の規模・性質及び立地条件からして
、、、、、、、、、、、、、、、、

、
、
自己らに受忍限度を超える公害被害の一般的
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

抽象的蓋然性があることを立証すれば足り
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

、右立証がされた場合には、建設者の方

で、右のような蓋然性にもかかわらず、当該施設からは受忍限度を越える公害は発
、、、、

                                            
13 徳島地方裁判所・昭和 52 年 10 月 7 日判決。昭和 49 年(ﾖ)第 81 号建設工事禁止等仮処分申

請事件（判時 864 号 38 頁）。 
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生しないと断言できるだけの対策の用意がある旨の立証
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

を尽くさない限り、その建

設は許されないものと解するのが相当である」と判示している（傍点筆者）。 

 原発訴訟においては、受忍限度論が当てはまらないという違いは存在するが、そ

うであればよりいっそう原発訴訟においてもこのような考え方は妥当するというべ

きであろう。 

 つまり、「債権者側が危険性の一応の立証を行えば、債務者側がこれを否定するだ

けの高度の反証（危険性についての反対立証）を尽くさない限り、仮処分は認容さ

れる」ということである。 

 なお、本判決は、上記判示の前に、「すでに稼働している施設による公害について

は、その程度についての立証は比較的容易である」と述べているが、これを原発訴

訟と比較してみると、ごみ焼却施設の場合、稼働により、現に被害が発生している

場合にはその程度についての立証が容易になるという事情が存在する。これに対し、

原発訴訟においては、稼働そのものではなく事故の発生によって初めてその被害が

顕在化するため、稼働の時点では依然として住民側の立証は困難であり、上記判示

は、原発については、現に稼働している場合においても妥当するというべきである。 

 

イ 広島市北部ゴミ埋立処理場建設差止判決 

 さらに、広島市北部ゴミ埋立処理場建設差止判決14は、「本件のような事件の特質

上、通常人において抱くであろう公害発生へのおそれ
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

が申請人らにおいて一応疎明
、、、、

された場合
、、、、、

、証明責任の公平な分担の見地
、、、、、、、、、、、、、

から、これを専門的な立場から、平明か
、、、

つ合理的に被申請人においてその反対疎明をしない限り
、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、、

、公害発生のおそれありと

判断するのが裁判所の立場として相当であると考える」と判示している。 

 徳島市の判決では「一般的抽象的蓋然性の立証」といい、本判決では「通常人に

おいて抱くであろう公害発生へのおそれを一応疎明」というが、内容としてはほぼ

                                            
14 広島地方裁判所・昭和 57 年 3 月 31 日判決。昭和 50 年(ﾖ)第 265 号、昭和 51 年(ﾖ)第 80 号

ゴミ埋立処理場建設工事の着工等禁止仮処分申請事件（判時 1040 号 26 頁）。 
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同じものだと考えてよい。 

繰り返しになるが、要するに、生命、身体への危険が問題とされている事案にお

いては、住民側の行うべき疎明の程度は通常の仮処分よりも低くて足り、一方、こ

の疎明があった場合には、事業者側は、そのような危険が存在しないことについて

高度の反対疎明（本訴でいえば反証）に成功しない限り、住民側の疎明が尽くされ

たこととなると考えるのが、この種の仮処分に関する証明の在り方としては、学問

的にも、実際的にも、相当であると考える。また、これは、民事保全法の通説的解

釈であるとも考える。 

 

⑷ まとめ 

 以上のとおり、原発のような危険性の高い施設についての民事運転（稼働）差止

仮処分である本件においては、債権者側は、人格権侵害の一応の危険性について、

通常の疎明よりも相当程度軽い疎明を行えば足りるというべきである。そして、そ

の場合、事業者側が相当に高度な反対疎明を尽くさない限り、仮処分は認容される

べきである。 

 繰り返すが、本件においては、住民側の生命、身体への重大な危険が問題とされ

ていること、新規制基準も絶対的な安全性あるいは事実上ゼロリスクに近いような

安全性を保証するものとは到底評価できないこと（したがって、その適合性から当

該原発の安全性が事実上推定されるとは到底いえないこと）をも併せて考えるなら

ば、住民側が負うべき疎明の程度は、相当に軽いものであってしかるべきである。 

 

２ 司法審査の在り方（争点１）に関する広島地裁決定の問題点（各論的批判） 

⑴ 福岡高裁宮崎支部決定に従うべきであるとの点 

ア 先例拘束性がない日本の法体系に整合しないこと 

 広島地裁決定は、司法審査の在り方（争点１）に関して、「司法審査の在り方が…

（略）…区々になることは…（略）…望ましいものとはいえない」と判示して、宮
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崎支部決定に従うべきだとしている（広島地裁決定２１１頁。以下、特に断りなく

頁数のみを引用する場合、広島地裁決定の頁数を指すものとする）が、この点は、

非常に問題が大きい。 

 個別の事件についての司法判断である以上、司法審査の在り方についても、当然

に当該事件を担当する裁判体がみずから考えるべき事柄であって、「判断の枠組み

が裁判所によって区々になってはならないから（ほかに特に正当な根拠もなく）先

行する上級審に従います」などというのは、およそ理由になっていない。 

 たとえば、英米法系に属する諸国であれば、基本的には先例（判例）拘束性があ

るとされている（これは、制定法でなく判例が一次的な法源であることと深い関わ

りがある）から、下級審が上級審の判断に従うということは、ありえよう。もっと

も、イギリスでも、先例拘束性の原理はかなり以前から緩和されているし、アメリ

カでも、実際には相当にゆるやかに運用されている15。 

 これに対し、制定法が一次的な法源である日本においては、一般に、法的な意味

での先例（判例）拘束性、拘束力は認められておらず、仮に最高裁判所の判例があ

ったとしても、下級審は必ずしもこれに従う必要はないのであって、個々の事件を

担当する裁判体は、その事件に応じ、最高裁判例が適切であると考えれば事実上そ

れに従えばよいが、適切でないと考えれば、新たな判断の方向を目指すべきである

（そして、実は、この点は、英米法系の国々でもいえることである。ただ、真正面

から異なる判断をするのでなく、「判断の前提事実が異なるから」ということで新し

い方向を示すことが一般的である。先例の法的拘束力を一応の前提とするからであ

る）。 

                                            
15 英米法における最大の特色は判例法主義であり、判例法主義の重要な意義の一つが先例拘

束性であるとされる。イギリスでは、19 世紀に厳格な先例拘束性の原理が確立されたが、

1966 年に、実務慣行声明（Practice Statement）が公表され、この原理は緩和されるに至っ

ている（以上につき、『別冊ジュリスト・英米判例百選［第三版］』有斐閣（1996）、76 事件及

び 77 事件、また、田中英夫「イギリスにおける先例拘束性の原理の変更について」『法学協会

雑誌』有斐閣（1967）44～49 頁等）。なお、アメリカにおいては、そもそも、イギリスのよ

うな判例の絶対的拘束力は歴史的にも認められてこなかった（同 78 事件参照）。 
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 広島地裁決定を書いた裁判官たちは、この点においても、先の司法研修所におけ

る研究会の内容から深い精神的影響を被ったか、あるいは、司法と行政における信

義則や平等原則などを混同しているのではないかと疑われる。 

 

イ 特定の原発について、複数の裁判所に仮処分の申立てがなされることの

意味 

 なるほど、広島地裁決定が指摘するように、本件原発については、４つの裁判所

に仮処分が係属し、それぞれ審議が行われているようであるが、それは、１つの原

発がそれだけ広範囲な被害をもたらす危険性を有しているからこそのことであって

何ら住民側が非難されるべきことではない（批判されるべきなのは、むしろ、クラ

ス・アクションのような、原告・債権者側のための提訴ネットワークの制度を作る

ことに消極的な法務省、最高裁判所の姿勢であろう）し、まして、各裁判所がこぞ

って統一的な判断枠組み・思想によらなければならないことの論拠になりうるもの

ではない。この種の事件においては、判断枠組みの設定が結論に決定的な影響を与

えることを考えれば、なおさらである。 

 判断が区々となることは、原発訴訟に限らず一般的に起こりうる事柄であって、

民事訴訟理論のイロハであるし、制定法国であって先例拘束性の原理もない以上、

実に当然のことというほかない（なお、実際には、アメリカの裁判官たちがみずか

らの価値観に従い、実に多種多様な判断を行うことは、日本の比ではない）。判断が

区々となるからこそ、司法が活性化され、新しい判例も生まれるのだ。 

 むしろ、福島第一原発事故を経験し、事故被害のすさまじさ、原子力行政と電力

業界の抱える根深い問題を、身をもって体験した日本において、事故原因の究明す

ら詰められないままに、政治的思惑、業界の都合により、拙速な基準によって再び

原発が稼働させられようとしている現在、これに危惧を感じる住民たちが仮処分に

よって早期に原発の稼働を止めようとするのは、まさに正当かつ適切な権利の行使

であるのみならず、公益にも資することであって、これこそ、仮の地位を定める仮
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処分が機能する典型的な局面の一つというべきなのである。 

 

ウ 小括 

 いずれにせよ、広島地裁決定の判示のうち、司法審査の在り方について、正面切

って、「宮崎支部決定に従うべきである」という点は、その理由も含め、不合理であ

り、理解しがたいものといわざるをえない。 

 

⑵ 仮処分における疎明責任の事実上の転換について 

ア 論理的な問題 

 広島地裁決定は、司法審査の在り方（争点１）に対する判断において、宮崎支部

決定を引用し、人格権侵害の具体的危険に関する主張、疎明責任を事実上転換し、

債務者事業者に「人格権侵害の具体的危険が存在しないこと」の疎明負担を負わせ

る旨説示している。 

 この点は、総論的にみれば、正しい部分を含んでいる。 

 しかしながら、それ以降の、争点に対する個別的判断をみればただちに明らかに

なるとおり、広島地裁決定には、「債権者住民側の疎明が尽くされていないからその

主張は採用しない」としている箇所がきわめて多く、実質的には、その判断枠組み

は、疎明負担の転換どころか、むしろ、債務者側の疎明責任を大きく軽減している

ものなのである（具体的には、以下詳しく述べていく）。 

要するに、みずからが定立した規範に則した当てはめがなされず、むしろ逆のこ

とが行われているのであり、明らかに論理的な齟齬がある。 

 

イ 疎明の負担を事実上転換させた場合の疎明の程度 

 前記のとおり、原発稼働差止めの民事仮処分にあっては、疎明責任を事実上転換

させるといった迂遠な方法を採らずとも、住民側の疎明の程度を相当程度軽くする

ことによって当事者の実質的衡平を図るのが、適切であり正義にもかなうと考える。 
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 また、仮に、広島地裁決定のいうように、疎明の負担を事実上転換させるという

のであれば、転換後に債務者事業者の行うべき疎明の程度は、先のことの裏返しと

して、通常の疎明よりも相当程度高いレヴェルのもの、証明に実質的に近いレヴェ

ルのものとなるべきである。これも、あまりにも当然のことと考える。 

 なぜなら、そうしないと、「本来、当事者間の実質的衡平を図るために債権者側の

負担を減らす方向に働くはずの『疎明責任の事実上の転換』という法理が、反対に、

債務者側の疎明責任を軽減し、債権者側に過酷な立証を強いる」という異常な結果

が生じるからである。それでは、実質的には、疎明負担の転換を行っておらず、む

しろ逆のことをしている結果となるのであり、住民側の生命、身体への侵害の切迫

した危険性が問題となっている本件のような類型の事件において、結論も不当、理

由付けもおかしな判断となることは明らかであろう。正直に言って、学生の答案で

も「可」も付けられない程度のお粗末な論理構成である。 

 もしも、本当に疎明責任を転換するというのであれば、債務者側の疎明は通常の

証明に限りなく近いものを要求すべきであって、それがなされない限り、債務者側

の疎明が尽くされたとはいえず、仮処分が認められることになるはずである。 

 そして、このように解さざるをえない以上、この、疎明責任の事実上の転換とい

う枠組みは、実質的には、「債権者が、人格権侵害の一応の危険性を疎明すれば足り、

その場合、債務者側の反対疎明（反証）はきわめて高度のものが要求される」とい

う私見の枠組みと、ほとんど変わらない16。そうであるならば、端的に、私見のよう

に考えるのがよりシンプルであるし、民事訴訟、民事保全の一般的な理論にも沿う

ものではないかとも考える。また、もしも疎明責任の転換をいうなら、大津地裁決

定と同様のフレームで考えるべきである。 

 

                                            
16 伊方最高裁判決を踏まえつつも、福島第一原発事故の被害とその後の原子力規制行政の大

幅な変更を踏まえ、事業者側に高い立証のハードルを課した裁判例として、前記の大津地裁決

定がある。判断枠組みの形こそ違えど、実質的な当事者間の疎明負担の分配という観点からみ

れば、私見と大きな違いは生じない判断枠組みを採っていると考える。 
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ウ 小括 

 以上のとおり、広島地裁決定の判断枠組みには、論理的に明白な齟齬があり、法

律論としても大きな欠陥がある。 

 

⑶ 民事訴訟において行政訴訟の枠組みを用いることの不合理性 

ア 民事訴訟は行政訴訟と峻別されるべきこと 

 広島地裁決定は、公平の観点から、本来債権者側が負うべき疎明の負担を事実上

転換し、債務者側に負わせるとしているが、その一方で、「疎明」の名を借りて、「債

務者側の疎明のレヴェルは低くてよい」という判断を行っている。つまり、最初の

宣言では住民側の立証の負担を軽くするかのように言っておきながら、結局は実質

において債務者側の負担を軽減しているのであり、明らかに、背理、論理矛盾があ

る。あまりこうした表現は用いたくないのだが、あえていえば、羊頭狗肉の詭弁を

弄するものともいえる。 

 広島地裁決定の論理、ひいては宮崎支部決定の論理が、このような自己矛盾に陥

った理論面の原因は、行政訴訟である伊方最高裁判決の論理に引きずられて、行政

訴訟における判断枠組みをそのまま民事訴訟に当てはめようとした点にあると考え

られる。その不合理性が、まず指摘されるべきである。当然のことながら、民事訴

訟は行政訴訟とは峻別されるべきことが、確認されなければならない（ここでも、

「民事訴訟の判断枠組みも行政訴訟に合わせるのが望ましい」という司法研修所第

２回研究会多数意見の悪影響がみられる）。 

 行政訴訟においては、日本の行政法理論では、その程度や内容はともかくとして、

行政庁に一定の裁量を認めることになるため、被告行政庁が相当程度の主張、立証

を行った場合、住民側においてその判断が不合理であるといえるだけの反証を行う

必要があるというのも、論理として一応首肯できなくはない17。 

                                            
17 もっとも、原発訴訟で行政庁に認められている裁量が一般的な政策的裁量ではなく専門技

術的裁量であること、福島第一原発事故によって行政庁の専門技術的判断に対する信頼が決定
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 これに対して、民事訴訟は、あくまでも基本的には不法行為の判断枠組みで判断

されるべきものであって、先のような行政庁の裁量の有無を考える必要など、全く

ない。債権者住民らの人格権侵害の具体的危険が存在するか否かだけが判断されれ

ばそれで足りるのであり、債権者側がその一応の危険性を立証できれば、疎明とし

てはそれで足りるのである（債務者側がこれに対する反証を行って債権者側の疎明

を押し返すためには、前記のとおり、証明に等しいレヴェルの立証が要求される。

事案の性質上も、それが当然であり適切であろう）。 

 

イ 伊方最高裁判決の論理とそのリアリズム 

 そもそも、行政訴訟である伊方最高裁判決自体、一見したところでは、原発が危

険性を内在させる施設であること、証拠となる資料を被告行政庁が保有しているこ

となどを理由に、証明責任を事実上転換したものだと読むことができる（実際、教

科書ではそのような判例として解説されていることが多い）ものの、実際には、伊

方最高裁判決の結論やその後のこれに無批判に追随してきた裁判例の状況をみる限

り、むしろ、全体としてみると、「被告行政庁側が一応の型通りの安全性立証をしさ

えすれば、稀有な、あるいは稀有だと考えられるような自然災害や事故の発生につ

いてはそれほど考えなくてよい。もしも、原告側がそれをいうなら、きわめて高度

の証明を要求する」ということを述べているに等しい。このことについては、私が

拙著『ニッポンの裁判』で分析した以前に、新藤宗幸・千葉大学名誉教授も、『司法

よ！おまえにも罪がある――原発訴訟と官僚裁判官』（講談社）においてほぼ同旨の

ことを指摘していたところである。 

 そして、福島第一原発事故を経験した日本において、そのような価値判断が果た

して維持できるのか、また、それは正義にかなったことなのか、ということが、今

                                            
的に損なわれたことなどからすれば、行政訴訟においても、同事故後の現在、伊方原発訴訟と

同様の判断枠組みが許容されるかはきわめて疑問であり、被告行政庁の立証に対して相当厳し

いハードルが課せられるのが当然であると考えるが、このことは民事差止仮処分についての本

論から外れるため、詳述は控える。 
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こそ問われている。 

 にもかかわらず、この本質的な問いかけに説得的な回答をしないまま、さらには、

この本質的な問いを意識することすらできないままに安易に伊方最高裁判決が意図

した価値判断に引きずられてしまっているのが、事故後の仮処分却下、取消決定群

といえる。嘆かわしい事態であるといわざるをえない。 

 行政訴訟においても、福島第一原発事故後に伊方最高裁判決の判断枠組みや思想

がなお維持できるのかについては、厳しく吟味されなければならないはずである。

ましてや、民事訴訟においては、それに加えて、なぜ民事訴訟において行政訴訟の

事案である伊方最高裁判決の判断枠組みや思想を援用できるのかが問われる。この

ことについて説得的な説明、理由付けをしないまま、民事差止仮処分で安易に伊方

最高裁判決の方向性に従うことはきわめて不当である。 

 

⑷ まとめ 

 以上のとおり、広島地裁決定の司法審査の在り方（争点１）に対する説示は、①

宮崎支部決定に先例拘束性を認めるかのような判示をしている点で不合理であり、

②実質的にみても、みずからが定立した疎明責任の事実上の転換という枠組みに則

した事実認定・当てはめが全くなされておらず、完全に逆の結果になっているとい

う意味で、論理的に破綻しているというほかない。 

 また、仮に広島地裁決定のいうように疎明責任を事実上転換させるというのであ

れば、それは、生命、身体への危険が問題となっている本件のような事案において

当事者間の実質的衡平を図ることがその目的である以上、債務者側が負担すべき疎

明の程度は、通常の証明と同レヴェルあるいは限りなくそれに近いレヴェルのもの

が求められるべきであって、それが認められない限り、債務者側の疎明が尽くされ

たということはできない。 

 さらに、広島地裁決定は、何らの説得的な根拠も示さないまま、福島第一原発事

故以前の行政訴訟判決である伊方最高裁判決の思想と価値判断に引きずられた判断
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を行っており、この点についても、不当、不合理といわざるをえない。 

 

３ 保全命令手続における証人尋問の是非について 

⑴ 疎明の即時性との関係 

 広島地裁決定は、基準地震動策定の合理性（争点３）に対する判断の随所で、債

務者の基準地震動に関する判断の「合理性に関する確信を得るためには、…（略）

…関係者等の証人尋問を経るなどして、…（略）…上記知見に依拠することの許容

性を基礎付ける事実を慎重に認定する作業が不可欠であるところ、それは、本件の

ような保全手続にはなじまないものというべきである」（２３３～２３４頁）などと

して、保全手続には証人尋問という手段はなじまないという趣旨の判示を行ってい

る。 

 しかしながら、この判示は明らかに不合理であるのみならず、民事保全法理論の

常識にも反している。ことに、専門的な知識を必要とする仮の地位を定める仮処分

について、そういえる。 

 広島地裁決定は、疎明の即時性の問題をいうものと思われるが、一般に、証人・

参考人の呼出しまではできないけれども、在廷する同行証人・参考人の尋問は、即

時性に反しないとされており、これは、新民事保全法の下でも、確定した解釈とい

ってよい。実際、たとえば本件のような大規模な事件については、事実上の証拠調

べ審尋の期日を定め、当事者がその日に予定の証人等を在廷させるという運用が一

般的に行われており、事案の性格を考慮すれば、この程度に即時性をゆるめて考え

るべきことは、当然である。そうでなければ、科学的な疎明が必要な仮処分を認容

することなど、できなくなってしまいかねない18。生命や身体への危険が存在する

ときには、前記のとおり、口頭鑑定ないし実質はこれに近い同行証人の尋問を活用

して迅速な救済を図るべきである。 

                                            
18 前掲拙著『民事保全法〔新訂版〕』244～245 頁等、ほぼ異論をみないと思う。 
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 したがって、少なくとも、債権者側が同行できる証人・参考人については、当然

に尋問を行うべきであるし、それなら債務者側でも証人・参考人が必要だというの

であれば、やはり同行させればよいのであって、このことについて疎明の即時性は

問題にならない。調書の作成については、民事保全規則７条により省略しつつ（１

項）、録音体の複製を認めて（２項）、当事者が反訳書を提出すれば足りる。 

 

⑵ 口頭説明（プレゼンテーション）は現に行われていること 

 また、本件審理においては、期日を設けて、債権者債務者双方から、口頭説明（プ

レゼンテーション）が行われているという（これは、当事者審尋ともいえるし、民

事保全法９条による釈明処分の特例と解される余地もあろう）。いずれにせよ、裁判

所は、不明な点があれば、その際に適宜質問等を行うことによって事実上の心証を

形成することもできたはずである19。 

 そのような質問等によっても心証がえられなかったというのであれば、前記のと

おり、即時性に反しない方法で人証調べを行うべきである。「保全命令手続には証人

尋問はなじまない」などと、通説に反すること、さらには民事保全規則７条の記述

にも反することを述べてまであえてこれを拒否するのは、裁判所の中立性や正義・

公正の感覚に深い疑いを抱かせるような訴訟運営というほかない。 

 

⑶ 真偽不明の場合の結論の不合理性 

 また、仮に、広島地裁決定のいうように、証人尋問を経なければ判断ができない、

確信・心証が得られないというのであれば、本決定の枠組みに従っても、基準地震

動策定の合理性については疎明レヴェルでの真偽不明ということになるのだから、

債務者側の疎明が尽くされていない、すなわち、人格権侵害の具体的危険の存在が

事実上推定されるということになるはずである。疎明責任が事実上債務者に転換さ

                                            
19 これも、弁論主義の厳格な適用のない保全命令手続では許されることである（前掲拙著

『民事保全法』２０６頁）。 
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れ、債務者が証人尋問を行わず、その疎明を尽くしていないのに、なぜか債権者側

にその不利益を負わせるという訴訟運営、決定は、大変残念ながら、先進国の裁判

所のそれとは思われないレヴェルのものである。 

 

⑷ まとめ 

 以上のとおり、民事保全手続において同行による証人尋問を行うことは可能であ

り、広島地裁決定は、明らかに、通説に反し、正義にも反している。広島地裁の裁

判官たちは、何のために仮の地位を定める仮処分という制度があると思っているの

だろうか。 

 仮に、証人尋問を経なければ真偽が明らかにならないというであれば、広島地裁

決定の枠組みによれば事実上疎明責任を負っている債務者側の疎明が成功しなかっ

たということなのであるから、債権者側の人格権侵害の具体的危険の存在が事実上

推定されることになるはずである。 

 

４ 火山ガイドが不合理としながら、原発の稼働を認めている点について 

 次に、広島地裁決定は、火山事象の影響による危険性（争点９）に関して、「立地

評価に関する火山ガイドの定めが、検討対象火山の噴火の時期及び規模を相当前の

時点で的確に予測できることを前提としている点で不合理である」としながら、「破

局的噴火については、債権者住民側がその発生の可能性を立証しなければならない」

としているが（３３５頁）、これも、あまりにも不合理であり、刑事再審関係決定に

時折みられるような、結論を先に決めてしまってそこから無理矢理に支離滅裂な理

由を逆算している感のある説示である。 

 広島地裁決定が、破局的噴火は絶対に起こりえないと考えているのであれば、そ

の結論も理由がないではない。しかし、破局的噴火が起こりうることは認めながら、

かつ、噴火の時期及び規模は現在の火山学では的確に予測できないことを認めなが

ら、債権者住民側に破局的噴火の可能性があることの立証、疎明をせよというのは、



- 24 - 

まさに、不可能を強いるものにほかならない。到底民主国家の裁判所の行うことと

は思われない。 

 債権者側の生命、身体への危険が問題となるこの種の事件において、そのような

不可能な疎明を債権者側に強いるのは、無理難題というほかなく、きわめて不当で

あり、正義に反する。 

 また、許可制の趣旨からしても、許可の要件となる基準自体が不合理であれば、

事前の一般的網羅的禁止を解除するための要件適合性判断も不可能となるのである

から、安全であることの一応の疎明すらできていないことになると考えるのが合理

的である。火山ガイドは、法令上の許可基準そのものではなく、ガイドに過ぎない

とはいえ、火山に関して許可の要件を具体化したものは火山ガイド以外に見当たら

ない以上、火山ガイドが不合理であると裁判所がいうのであれば、それに基づいて

なされた適合性判断の合理性をも疑うのが論理的にみても当然であろう。 

 

５ 決定の個別的記述の非論理性 

 私の基本的な指摘は４までに述べてきたとおりであるが、以下、特に基準地震動

策定の合理性（争点３）に関して、広島地裁決定が非論理的かつ不合理な判断を多々

していると思われる点を、いくつか個別に指摘しておく。こうした説示も、刑事再

審請求却下決定のそれに近いものである。 

 

⑴ すべり量の飽和に関する部分 

 まず、広島地裁決定は、債務者事業者が中央構造線のような長大断層についてす

べり量が飽和するという知見に依拠したことには「一応の合理性がある」としてい

る（２３３頁）。しかしながら、司法審査の在り方の部分で述べたとおり、債権者側

の疎明が「人格権侵害の一応の危険」で足りることの裏返しとして、債務者側の疎

明の程度は、自説の根拠に「一応の合理性があること」では足りず、債権者側の主

張にほぼ理由がないというところにまで裁判官の心証を後退させなければならない



- 25 - 

はずである。 

 その意味で、「一応の合理性がある」ことだけで債権者側の主張を排斥した広島地

裁決定は不合理である。広島地裁決定は、実際に、その前の部分（２３１頁）で、

「すべり量が飽和するとの知見に対し、疑問を投げかけたり、仮説の一つに過ぎな

いと評価したりする者があるなど、…（略）…専門家の間で確立した知見であるか

といえば疑問なしとしない」と、債務者の採用した知見に争いがあることを認めて

いる。さらに、その後に続けて「債務者がすべり量が飽和するとの知見に依拠した

ことの合理性に関する確信を得るためには、なお慎重な検討を要する」（２３３頁）

とも判示している。 

 以上によれば、債務者側が、債権者側の主張に「合理性がない」というところま

で裁判官の心証を後退させていないことは明確であろう。 

 

⑵ 経験式自体が内包する不確かさの考慮に関する部分 

 「経験式自体が内包する不確かさの考慮」という項目でも、証人尋問を通じて慎

重に認定すべきであるけれども、保全手続になじまないとの判示が出てくる（２３

５～２３６頁）が、これが不当であることは前記のとおりである。可能な証人尋問

を経ていない以上、広島地裁決定の枠組みに従っても、仮処分が認められるべきで

ある。なお、こうした記述も、「原発訴訟については、仮処分は消極」という前記の

第２回裁判官研究会の方向性に対する深い恭順の念をうかがわせるような、裁判官

としては恥ずかしい記述である。まことに残念、遺憾ながら、広島地裁決定には、

まさに、「法服を着た役人の裁判」であるという印象を抱かせるような記述が、きわ

めて多い。 

 

⑶ 断層長さの認識論的不確定性に関する部分 

 「断層長さの認識論的不確定性について」という項目で、債務者が、６９㎞ケー

スと１３０㎞ケースだけで評価を行い、その中間である９０㎞ケースや１０３㎞ケ
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ースを想定しないことについて、広島地裁決定は、「直ちにそのことが合理性を欠く

とまでいうことはできない」としている（２３７頁）。 

 しかし、⑴と同様、直ちに合理性を欠くとまではいえないというだけでは、債務

者側が、債権者側の人格権侵害の一応の危険すらないというところまで心証を後退

させることができたとはおよそ評価できないはずである。 

 

⑷ 不確かさの考慮に関する部分 

 広島地裁決定は、「不確かさの考慮について」という項目でも、「耐専式を除く他

の距離減衰式による評価すら行わないことを可とすることができるかといえば、疑

問なしとしない」と認定しながらも（２４３頁）、一方では、「さればといって、…

…一定の合理性があることを否定できない」とか（２４３頁）、南傾斜モデルを不確

かさの一つとして考慮しなかったことは「一応合理的である」とか（２４４頁）、「よ

り保守的に地震動評価を行っているものと一応評価することができる」とか（２４

５頁）いったレヴェルの混乱した認定判断（論理的な文章として読むことにかなり

の困難を感じるたぐいの記述であり、正確にその趣旨をたどることが難しい。正直

にいって、この部分も含め５で指摘した各記述には、学生のレポートでも「可」が

付けられるかどうかが危ぶまれるレヴェルの非論理性がみられると考える）でもっ

て債権者側の主張を排斥している。 

 この点についても、債務者側が債権者側の人格権侵害の一応の危険すらないとい

うところまで心証を後退させたとは、到底いえない。 

 

⑸ 改訂レシピによる見直しの必要性に関する部分 

 「改訂レシピによる見直しの必要性」という項目では、広島地裁決定は、「静的応

力降下量をめぐる債務者の設定が合理性を欠くものと評価される余地がある」が、

やはり、証人尋問が保全手続になじまないとのゆえをもって、住民側の主張を排斥

している（２４６頁）。 
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 債務者の設定に合理性を欠く余地があるというのであれば、少なくとも、可能な

範囲で証人尋問を行うことにより、心証を固めるべきである。あまりにも当然のこ

とであろう。その確信・心証がないにもかかわらず住民の生命、身体に重大な危険

を及ぼす行為を容認することは許されない。ここでも、実際には、債権者側の「人

格権侵害の一応の危険性」は認めざるをえないはずのところ、論理的な文章として

読むことにかなりの困難を感じるたぐいの記述をもって詭弁を弄している印象は拭

いがたい。 

 

⑹ 入倉・三宅式と壇ほかの比較に関する部分 

 ２５８頁にも、債務者の行った地震動評価について、「最終的な地震動評価として

は保守性が保たれている『余地がある』」と判示している箇所がある。繰り返しにな

るが、事業者は、人格権侵害の一応の危険すらないといえるところまで裁判官の心

証を後退させなければならないはずである。債務者の評価に「保守性が保たれてい

る『余地がある』」などという程度では、「人格権侵害の一応の危険すらない」との

反証に成功したとは到底いえないはずである。ここでも、裁判所は、結論から理由

を逆算し、惨憺たる自己矛盾に陥っている。 

 

⑺ 入倉・三宅式の適用に関する部分 

 債務者が５４㎞ケースにおいて、入倉・三宅式を適用したことについて、広島地

裁決定は、「合理性を欠くものとはいい難い」としながらも、「この点について確信

を得ようとするならば、…（略）…証人尋問による慎重な吟味を待つほかない」が、

それは保全手続になじまない、と判示する（２５９頁）。 

 重ねての繰り返しになるが、合理性の心証が得られないのであれば保全命令手続

といえども可能な範囲で証人尋問を行うべきである。 
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⑻ まとめ 

 ほかにも類似した記述は随所にみられるが、そのすべてを指摘する必要まではな

いであろう。このような点についてもう一度述べると、「先進国、民主主義国家の裁

判官による裁判中の記述とは信じがたい」というのが、長年民事裁判官を務め、か

たわら民事訴訟法の研究をも行ってきた私の、正直な印象である。 

 

６ 補足‐高浜大阪高裁決定について 

 広島地裁決定とほとんど時期を同じくして、大阪高裁決定（前記のとおり２０１

７年３月２８日）が下されたので、本論からは外れるが、この決定についても簡単

に述べておく。地裁の仮処分を覆した高裁決定として一定の影響力をもつ可能性も

否定できないからである。 

 この大阪高裁決定は、主張、疎明責任に関して、まず、事業者において、原子力

規制委員会の定めた新規制基準に適合していることを主張立証すべきであり、これ

が尽くされた場合には、住民側において、基準が不合理であること、又は、基準適

合性判断が合理性を欠くことにより、当該原発が安全性を欠くことを主張立証すべ

きである、と判示している（同決定９０頁）。 

 このような枠組みは、伊方最高裁判決を始めとする福島第一原発事故以前の棄却

判例の判断枠組みや論理に露骨にひきずられたもの、もはや失われた「安全神話」

の上にあぐらをかくものというほかない。 

 本意見書で詳細に述べてきたことと関連するが、この決定は、①仮の地位を定め

る仮処分事件の証明は本訴と異なり債権者側の疎明で足りるとされており、特に、

住民側の生命、身体に対する危険が問題となる事案ではその要請が強く働くという

原則を無視しており、また、②福島第一原発事故によって信頼を失墜した行政庁の

専門技術的判断、そして、それに対する根本的検討、反省を欠くままに、再稼働の

要請を最初から念頭に置きつつ作成された新規制基準を過度に信頼しており、③さ

らに、事業者側は審査に合格したことのみを主張立証すれば足りるとしているため
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疎明負担を事実上転換した意味が全くなくなっている、などの各点で、きわめて不

合理、無節操、非民主的な判断といわざるをえない。およそ、先進国の大規模中位

裁判所の行った責任ある司法判断とは思われない。 

 広島地裁決定には、裁判官たちに同情的にみるならば、まだしも、彼らの良心の

あえぎ、きしみ、後ろめたさが多少感じられる（もちろん、だからといって同決定

が正当化される余地はない）が、この大阪高裁決定には、そうしたもののかけらす

ら感じられない。説明など一切行わずただ簡単に却下することだけを考えた決定で

ある。まことに残念ではあるが、山下郁夫裁判長は、この決定によって、そのキャ

リアに致命的な汚点を残したと評価せざるをえない。 

 

第４ 結語 

 従来、日本において原子力発電を推進しようとしてきた人々、福島第一原発事故

後いわゆる原子力ムラの住人とも呼ばれることとなった人々の間では、①全交流電

源喪失は３０分以上続かない、全電源喪失は起こらない、②日本では過酷事故は起

こらない、③日本の原発の格納容器は壊れない、という３つのドグマが、無条件の

前提として信じられていた。これは、真に慄然とすべき事態であり、私がこの問題

を論じた欧米の知識人の全員を絶句させた「日本の社会の、ある特異な体質」を示

す事柄であるというほかない。私は、先のような非科学的、非論理的、非合理的前

提をなぜ日本の電力会社、研究者、官僚が信じ、前提としてきたかについて、本当

に説明に窮した事態が何度となくある。 

 このほか、福島第一原発については、東日本大震災の起こる相当以前の時点で、

政府の地震調査研究推進本部地震調査委員会の長期評価等により巨大津波の発生の

可能性が指摘され、東京電力は、２００８年には、長期評価に基づく津波シミュレ

ーションを実施し全電源喪失に至るおそれを認識していたが、にもかかわらず、当

時の責任者であった東京電力の武藤栄氏は、最終的に、このシミュレーションに従



- 30 - 

った津波対策はしないこと、先延ばしにすることを決めたとされている20。 

 福島第一原発事故は、このような３つのドグマ、津波シミュレーションの無視と

いった恐るべき安全軽視のゆえに発生した人災であることを忘れてはならない。私

は、諸外国の人々とも交流する機会が多く、同事故についてディスカッションを交

わしたことも数回あるが、この事実を告げると、先にもふれたとおり、すべての知

識人は絶句する。なぜ、当該分野で一流とされていた科学者の間にそのような非科

学的な３つのドグマを口にする者が相当数いたのか、なぜ代替電源を確保するため

の電源車すらなかったのか、なぜ到着した電源車すら結局使用に堪えないままに３

基もの原子炉で炉心溶融事故が起こってしまったのか。同事故は、そのような、他

の先進諸国の人間からみればありえない原発管理を平然と行ってきた人々の怠慢に

よるれっきとした人災であったということを、心ある裁判官は、判断の大前提に据

えて、考えていただきたい。そのような人災によって多数の人々が被ばくし、家を

追われ、事故原発の周囲には人の立ち入れないゾーンが存在し、事故原発の事後処

理すら未だままならないのである。 

 私は、日本の文化には多々すぐれた部分があることを十分に理解していると思う

が、先のような事態について根本的な反省を行わないまま利権のために再稼働に突

っ走る権力、それについて根本的な批判も警告もできていない司法やジャーナリズ

ムの在り方は、大変正直にいって、日本の文化の最も問題の大きな部分、「閉じられ

た世界の島国根性の弊害」を如実に示しているとも考えざるをえない。 

 その上で、同事故後の原発訴訟、とりわけ民事訴訟・仮処分における司法審査の

在り方を考えるならば、大阪高裁決定のような判断は、およそ肯定しようがない。

また、繰り返すことは避けるが、結論から理由や判断枠組みを逆算し、独立してみ

                                            
20 国会事故調査委員会報告書では、「今回の事故は、これまで何回も対策を打つ機会があった

にもかかわらず、歴代の規制当局及び東電経営陣が、それぞれ意図的な先送り、不作為、ある

いは自己の組織に都合の良い判断を行うことによって、安全対策が取られないまま 3.11 を迎

えたことで発生したものであった」と断言している（Web 版 11 頁）。 

http://www.mhmjapan.com/content/files/00001736/naiic_honpen2_0.pdf 
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ずからの良心と法に従って判断を行うという姿勢を忘れ、ほとんど読むに堪えない

惨憺たる説示を繰り広げている広島地裁決定には、私は、まことに残念ながら、唖

然とするほかなかった。 

 福島第一原発事故後、初めて司法が原発を止めた福井地裁判決・決定や、稼働中

の原発を司法の力で停止させた大津地裁決定などの影響もあり、現在、原発訴訟に

関して、司法は、国民の注目を集めている。その中で、広島地裁決定や大阪高裁決

定のような大変お粗末な判断が続いたことは、民事訴訟法、民事保全法、法社会学

の研究者として、また、長年裁判実務に携わってきた者として、到底見過ごすこと

ができない。 

 私が本意見書で述べてきたことは、すべて、ごく当たり前の法律論、解釈論であ

る。また、私は、司法の在り方を強く批判はしてきたが、そこには、日本の裁判所・

裁判官が、世界に誇りうるレヴェルの民主的で広がりのあるパースペクティヴをも

った判断を行いうる機関、人々であってほしいという私の切なる願いがあるのであ

り、ためにする批判を行ったことはないし、日本の裁判官たちの良心がいかに深く

さいなまれてきたかについても、私は、昨年の創作を含む過去の著作によって詳細

にその実態を記してきたつもりである。 

 また、私の研究は、民事保全法に関するそれを含め、学界、ことにそこにおける

長老的研究者たちから高く評価されてきたし、たとえば、拙著『民事保全法』が定

評ある教科書としての一定の評価を研究者や実務家から得てきたことも、事実であ

ると考える。 

 再度繰り返すが、私が本意見書で述べてきたことは、すべて、ごく当たり前の法

律論、解釈論である。 

 貴裁判所が、ごく当たり前の常識、法律家のみならず他分野の知識人たちの常識

や正義の感覚にもかなった審理を行い、また、そのような常識や正義の感覚にかな

った、適切かつ公正な、そして勇気ある判断を、淡々とかつ厳正に下されることを、

心から、願い、信じてやまない。 
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